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市川市障がい者活躍推進計画に基づく 
取組の実施状況の公表について 

 
障害者の雇⽤の促進等に関する法律（昭和 35 年法律第 123 号）第 7 条の 3 第 6

項に基づき、第⼆次市川市障がい者活躍推進計画（令和５年 4 ⽉ 1 ⽇から令和１０
年 3 ⽉ 31 ⽇）に基づく取組の令和６年度分の実施状況について、以下のとおり公
表します。 
 
⽬標に対する達成度 

 １ 障がい者の活躍を推進する体制整備  
■満⾜度に関する⽬標 

任命権者 
（部局） ⽬標項⽬ 

⽬標 
(令和 6 年度) 

市⻑部局 
障がいのある職員の職務の満⾜度 

７３％ 

教育委員会 ９２％ 

※回答した職員のうち、「どちらでもない」と回答した職員を除き、「満⾜」⼜は「やや満⾜」と 
  回答した職員の割合である。 

 
 ２ 障がい者の活躍の基本となる職務の選定・創出  
■定着に関する⽬標 

⽬標項⽬ ⽬標 
(令和 6 年度) 

実定着率 
(令和 6 年 6 ⽉ 1 ⽇現在) 

採⽤１年後の定着率 １００％ １００％ 
※対象︓「障がいのある⼈を対象とした職員採⽤選考」で採⽤された職員 
 

 
 ３ 障がい者の活躍を推進するための環境整備・⼈事管理  
■職員の採⽤に関する⽬標 

任命権者 
（部局） 

⽬標項⽬ ⽬標 
実雇⽤率 

(令和 6 年 6 ⽉ 1 ⽇現在) 

市⻑部局 障がい者 
法定雇⽤率 

３．０% 
毎年 6 ⽉ 1 ⽇時点の
法定雇⽤率に 0.2％

を加えた値 

２．８６％ 

教育委員会 ３．４％ 
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取組内容の実施状況 
 
 １ 障がい者の活躍を推進する体制整備  
■具体的な取り組み 

項⽬ 計画内容 取組内容と実績 

推進体制の整
備 

「障害者雇⽤推進者」
を選任し、障がい者雇
⽤の促進等の責任者
に位置付けます。 
 

「障害者雇⽤推進者」を選任した。 
 
●市⻑部局 
総務部⻑の職にある者を選任 
 
●教育委員会 
⽣涯学習部⻑の職にある者を選任 
 
●消防局 
消防局⻑の職にある者を選任 
 
●議会事務局 
議会事務局⻑の職にある者を選任 
 
●選挙管理委員会事務局 
選挙管理委員会事務局⻑の職にある者
を選任 
 
●監査委員事務局 
監査委員事務局⻑の職にある者を選任 
 
●農業委員会事務局 
農業委員会事務局⻑の職にある者を選
任 

相談先の確保 

「障害者職業⽣活相
談員」を選任し、障が
いのある職員の職業
⽣活に関する相談等
を⾏います。また、障
害者職業⽣活相談員
資格認定講習の受講
を促します。 

選任要件を満たす職員を「障害者職業
⽣活相談員」として選任した。 
 
●市⻑部局 
総務部⼈事課職員１名を選任 
 
●教育委員会 
⽣涯学習部教育総務課職員１名を選任 
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相談先の確保 

組織内の⼈的サポー
ト体制を整備し、必要
に応じて組織外の関
係機関と連携体制を
構築し、各種相談先等
を整理するなど、多様
な相談先を確保しま
す。 

「障害者雇⽤推進者」及び「障害者職
業⽣活相談員」を選任し、組織内の⼈
的サポート体制を確保した。 

障がいのある職員に
関する相談等につい
て、⼈事課及び教育総
務課が対応します。 
また、⾝体的健康・精
神的健康及び配慮事
項や職務に当たって
の留意点等について、
⼈事課等と連携し、職
員課健康管理担当室
が相談に対応します。 

⼈事課、教育総務課及び職員課健康管
理担当室にて、所属担当者からの相談
に対応した。 

職員の理解・
意識啓発 

障がいのある職員を
採⽤するにあたり、可
能な範囲で、配属先の
部署の職員と勤務す
る障がいのある職員
との相互理解を図り
ます。 

採⽤予定者 2 名について、⾯談等を⾏
い、希望に応じて配属先の部署へ配慮
事項を伝達した。 

採⽤後も、障がいのあ
る職員の希望に応じ
て、状況の変化（本⼈
や配属先部署の管理
職職員の⼈事異動等）
が⽣じる際に、必要な
配慮の確認や適切な
業務分担等の参考と
するため、配属先部署
への情報提供を⾏い
ます。 

令和６年６⽉に障害者⼿帳の保持及び
配属先部署変更時の配慮事項に関する
情報提供について希望調査を実施し
た。 
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職員の理解・
意識啓発 

障がいのある職員が
配属されている部署
の職員を中⼼に、障が
いに関する理解の促
進促進や職場におけ
る適切な⽀援の実施
のため、外部機関が実
施するセミナー、講習
会及び厚⽣労働省に
よる「精神・発達障害
者しごとサポーター
養成講座」等の周知・
活⽤を図ります。 

職員向けに「障がいを理由とする差別
の解消に関する職場研修」を実施した。 

障がいのある市⺠だ
けでなく、障がいのあ
る職員に対しても、不
当な差別的取り扱い
の禁⽌と合理的配慮
の提供が徹底される
よう、「障がいを理由
とする差別の解消に
関する研修」につい
て、障がいのある職員
と⼀緒に働くという
視点を加えた内容に
拡充します。 

職員向けに実施している「障がいを理
由とする差別の解消に関する職場研
修」において、障がいのある職員と⼀
緒に働くという視点を加えた内容に拡
充した。 
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 ２ 障がい者の活躍の基本となる職務の選定・創出  
■具体的な取り組み 

項⽬ 計画内容 取組内容と実績 

職務の選定・
マッチング 

採⽤時の⾯接等を通
じて、⼀⼈ひとりの
特性・能⼒等の把握
に努め、できる限り
本⼈に合った業務の
割振り⼜は職場への
配置に努めます。 

採⽤予定者２名について、⾯談等を⾏
い、特性・能⼒等の把握に努め、本⼈
に合った職場への配置に努めた。 

配置後において、障が
い者本⼈の職務遂⾏
状況、習熟状況、障が
いの種別・特性に応じ
た配慮、⾃⼰申告、⾯
談等により、現在の障
がいの状況や職務・勤
務地の希望等を把握
し、適切なマッチング
を⾏います。 

⾃⼰申告（職員の意向調査）や⾯談等に
より、現在の障がいの状況や職務・勤務
地の希望等を把握し、可能な範囲でマ
ッチングを⾏った。 

障がいのある職員の
能⼒や希望も踏まえ、
組織内アンケート等
を活⽤した職務の選
定及び創出について
検討します。 

⾃⼰申告（職員の意向調査）や、所属単
位での⾯談実施により、職員の能⼒や
希望を踏まえ、職務の選定等を⾏った。 

「チャレンジド オフ
ィス いちかわ」にお
いて全庁的な調査を
⾏い、障がいのある職
員に適した業務の掘
り起こし等を⾏いま
す。 

「チャレンジド オフィス いちかわ」
にて、随時、全庁に向けて業務の募集を
⾏った。 
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３ 障がい者の活躍を推進するための環境整備・⼈事管理  
■具体的な取り組み 

項⽬ 計画内容 取組内容と実績 

職場環境の 
整備 

障がいのある職員の
要望等を踏まえて就
労⽀援機器等の導⼊
など、新たな環境整備
に努めます。 

新たな就労⽀援機器等の導⼊などはな
かった。 

職務選定やハード・ソ
フトの両⾯において
働きやすい環境を整
えるため、⼈事評価や
⾃⼰申告、所属・⼈事
課等による⾯談等を
通じ、必要な配慮等を
把握し、⼈事異動にお
ける配慮や働きやす
い職場環境の整備等
に努めます。 

職場等の満⾜度に関するアンケート調
査を⾏い、職場環境に関する課題の把
握、整備に努めた。 

障がいのある職員が
活躍するための環境
整備を進めていくた
め、障がいのある職 
員の配属先部署を対
象に、受⼊れにあたっ
ての課題等を把握す
るための調査を実 
施します。 

全所属に対し、受け⼊れる体制等について
調査を実施した。 
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障がい特性に
配慮した募集・
採⽤の実施 

採⽤選考にあたり、障
がいのある受験者か
らの要望を踏まえ、障
がいの特性に配慮し
た選考⽅法の実施に
努めます。また、職員
の採⽤については、職
員の定年退職や再任
⽤の勤務時間変更等
を加味しながら、計画
的に⾏います。 
なお、募集・採⽤に当
たっては、不適切な取
扱いを⾏いません。 

採⽤選考において、⾯接時等に必要な
配慮事項を確認し、配慮事項を把握し
て実施した。 

会計年度任⽤
職員としての
採⽤ 

正規職員での採⽤に
加え、勤務時間に柔軟
性のある会計年度任
⽤職員として障がい
のある者を採⽤しま
す。 

会計年度任⽤職員として、新たに１名
の障がいのある者を採⽤した。 

「チャレンジド オフ
ィス いちかわ」にお
いて、就労経験を積む
機会を提供します。 

「チャレンジド オフィス いちか
わ」において、就労経験を積む機会を
提供した。 
 
●令和 6 年度４⽉１⽇現在︓１０名 
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特別⽀援学校
の⽣徒を対象
とした職場実
習の受け⼊れ 

「チャレンジド オフ
ィス いちかわ」にお
いて、特別⽀援学校の
⽣徒を対象とした職
場実習の受⼊れを⾏
います。 

チャレンジド オフィス いちかわに
おいて、3 名の職場実習⽣を受け⼊れ
た。 

障がいのある
職員の確保と
把握 

⼗分な採⽤者数を確
保できるよう、募集に
関する周知⽅法や採
⽤選考⽅法について
改善を図ります。 

障がい者を対象とした採⽤選考につい
て、⺠間の就職情報サイトへの掲⽰を
開始したほか、3 ⽉の時点で次年度の
採⽤試験に関する年間スケジュールを
市公式 Web サイトに掲載した。 

情報提供に際し、⼼理
的なハードルを下げ
るなど、障害者⼿帳の
保持状況の正確な把
握に努めます。 

令和 6 年６⽉に、全職員に対し障害者
⼿帳の保持状況について調査を実施し
た。 

働き⽅の充実 

体調に配慮しながら、
安定的に働き続けら
れるよう、時間外勤務
の縮減を含めた多様
で柔軟な働き⽅を推
進します。 

全職員向けに、時間外勤務の縮減を図
り、早出遅出勤務やテレワークの活⽤
について周知を⾏った。 

⼼⾝のリフレッシュ
やワークライフバラ
ンスの実現を図るた
め、年次有給休暇や各
種特別休暇の取得を
促進します。 

全職員向けに、年次休暇の取得促進に
ついて周知を⾏った。 
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キャリア形成
の⽀援 

障がいのある職員の
希望等も踏まえつつ、
実務研修、向上研修等
への受講を推奨しま
す。 

全職員向けに、実務研修等の周知を⾏
った。 

意欲や能⼒のある障
がいのある会計年度
任⽤職員については、
障がい者を対象とし
た職員採⽤選考の受
験推奨を⾏い、正規職
員への登⽤を図りま
す。 

障がい者を対象とした採⽤選考につい
て、市公式 Web サイトや⺠間の就職
情報サイトでの公表を通じ、周知・勧
奨を図った。 

中途障がい者につい
て、円滑な職場復帰の
ために必要な職務選
定、職場環境の整備等
や通院への配慮、働き
⽅、キャリア形成等の
⽀援を⾏います。 

職場復帰の⽀援が必要な職員に対し、
リハビリ出勤や通院への配慮等必要な
⽀援を⾏った。 

関係機関との
連携 

職員の採⽤・募集等に
当たっては、ハローワ
ーク及び就労⽀援機
関等との連携を図り
ます。 

「チャレンジド オフィス いちかわ」
で勤務するスタッフ（会計年度任⽤職
員）について、市川市障がい者就労⽀
援センターアクセスと連携し、募集・
採⽤活動を⾏った。 
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 ４ その他  
■具体的な取り組み 

項⽬ 計画内容 実績 

その他 

国等による障がい者
就労施設等からの物
品等の調達の推進等
に関する法律に基づ
く障がい者就労施設
等への発注等を通じ
て、障がい者の活躍の
場の拡⼤に、努めま
す。 

障がい者就労施設等からの物品等の調
達の推進等に関する法律に基づき、市
の障がい者就労施設等への発注等を⾏
った。 
 
令和６年度︓３２件発注 

障がい者就労施設等
における⺠需拡⼤の
ため、当該施設等が⽣
産・加⼯・製作した物
品の販売の場の提供
等に努めます。 

障がい者就労施設等が⽣産・加⼯・製
作した物品の販売の場の提供した。 
 
令和６年度︓２２４回実施 

 


